
消費税の経費処理（税抜経理方式）

診 調 組 税 － １

２ ４ ． １ ０ ． ３ １

【例】消費税率5%、課税売上割合10%、合計20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

消費税の経費処理（税抜経理方式）

・ 設備投資総額に対する消費税100百万円のうち、課税売上割合である10%分の10百万円が税額控除

・ 残りの非課税売上割合である90%の90百万円が控除対象外消費税（繰延消費税として資産計上）

・ 繰延消費税の90百万円×12/60×1/2（初年度のみ）＝9百万円を償却

次年度以降は90百万円×12/60＝18百万円を償却

単位：百万円 単位：百万円

初年度 次年度以降

益金 7 000 7 000

項目 金額

（税額控除 ）益金 7,000 7,000

損金 5,009 5,018

（消費税償却分） （9） （18）

所得金額

取引の対価の額と消費税等
の額とを区分して経理

（税額控除 10）

控除対象外消費税 90

法人実効税額減少分（累計） ▲36

所得金額 1,991 1,982

法人実効税率40% 796.4 792.8

（法人実効税額減少分） （▲3.6） （▲7.2）
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前提：消費税率5%、法人実効税率40%、総額20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

単位 百万円

益金 7,000

損金 5 000

項目 金額

（税額控除 100）

控除対象外消費税 0

(1) 課税売上割合100%

単位：百万円

課税売上割合100%
なのでそもそも控除
対象外消費税が発損金 5,000

（消費税償却分） （0）

所得金額 2,000

法人実効税率40% 800

法人実効税額減少分
（累計）

0
対象外消費税が発

生しない。

（法人実効税額減少分） －

初年度 次年度以降

益金 7 000 7 000

項目 金額

（税額控除 50）
(2) 課税売上割合50%

単位：百万円

課税売上割合50%
なので控除対象外
消費税50百万円が益金 7,000 7,000

損金 5,005 5,010

（消費税償却分） （5） （10）

所得金額 1,995 1,990

控除対象外消費税 50

法人実効税額減少分
（累計）

▲20

消費税50百万円が

発生し、最終的に消
費税の償却により法
人税等が20百万円

減少する。

法人実効税率40% 798 796

（法人実効税額減少分） （▲2） （▲4）

初年度 次年度以降 項目 金額(3) 課税売上割合0%

単位：百万円

課税売上割合0%
なので控除対象外

益金 7,000 7,000

損金 5,010 5,020

（消費税償却分） （10） （20）

得金

（税額控除 0）

控除対象外消費税 100

法人実効税額減少分
（累計）

▲40

なので控除対象外
消費税100百万円が

発生し、最終的に消
費税の償却により法
人税等が40百万円

減少する。
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所得金額 1,990 1,980

法人実効税率40% 796 792

（法人実効税額減少分） （▲4） （▲8）



【参考】 医療機関等の法人税率

率
区分 設立主体例

法人税率（※４、５）

備 考
医療保健業 医療保健業以外

株式会社、一般社団法人、一般
Ａ

株 社、 般社 法 、 般
財団法人､公益社団法人(※１）、
公益財団法人(※１）

25.5％

Ｂ 医療法人 25.5％ 附帯業務は25.5％ 収益事業は不可

Ｃ 特定医療法人(※２） 19％ 附帯業務は19％ 収益事業は不可

Ｄ
社会医療法人(※３）、学校法人、

非課税 19％Ｄ
社会医療法人(※ ）、学校法人、
社会福祉法人

非課税 19％

Ｅ 国､地方公共団体、独立行政法人 非課税

※１ 公益社団法人、公益財団法人は、公益目的事業について非課税。

※２ 特定医療法人とは、財団又は出資持分なしの社団の医療法人のうち、その事業内容と運営の面で

公益性が高いものとして租税特別措置法第67条第２項に基づく国税庁長官の承認を受けた法人公益性が高いものとして租税特別措置法第67条第２項に基づく国税庁長官の承認を受けた法人

※３ 社会医療法人とは、財団又は出資持分なしの社団の医療法人のうち、救急医療等確保事業に係る

業務を行う法人として都道府県知事の認定を受けた法人

※４ 法人税率の時点はH24年4月1日以降とする。

※５ この他、中小法人（普通法人（株式会社・医療法人等）では資本金等１億円以下など）等の軽減税率

（所得金額のうち年額800万円までの軽減税率）、復興特別法人税率（H24年度から３年間10％）がある。
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【例】消費税率5% 課税売上割合10% 20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

消費税の経費処理（税抜経理方式）
【例】消費税率5%、課税売上割合10%、20億円（税抜き）の設備投資を行った場合
・ 設備投資総額に対する消費税100百万円のうち、課税売上割合である10%分の10百万円が税額控除
・ 残りの非課税売上割合である90%の90百万円が控除対象外消費税（繰延消費税として資産計上）
・ 繰延消費税の90百万円×12/60×1/2（初年度のみ）＝9百万円を償却

次年度以降は90百万円×12/60＝18百万円を償却次年度以降は90百万円×12/60＝18百万円を償却

・ 繰延消費税として、所得金額が抑えられる分、法人税率に応じて、法人税が軽減される。
Ａ・Ｂ 法人税率25.5％の場合 90百万円×25.5％＝22.95百万円
Ｃ 法人税率19％の場合 90百万円×19％ ＝17 1百万円Ｃ 法人税率19％の場合 90百万円×19％ ＝17.1百万円
Ｄ・Ｅ 法人税率 0％の場合 90百万円×0％ ＝0百万円

単位：百万円 単位：百万円

課税売上割合 課税売上割合１０％の場合 項目 金額課税売上割合
１００％の場合

課税売上割合１０％の場合

初年度 次年度以降

消
費

益金 7,000 7,000 7,000

損金 5 000 5 009 5 018

項目 金額

消
費
税

（税額控除 10）

控除対象外消費税 90費
税

損金 5,000 5,009 5,018

（消費税償却分） 0 （▲9） （▲18）

所得金額 2,000 1,991 1,982

税 控除対象外消費税 90

法
人
税

Ａ・Ｂ法人税額減少分（累計） ▲23

Ｃ法人税額減少分（累計） ▲17.1

法
人
税

Ａ･Ｂ（法人税率25.5%） 510.0 507.7 505.4

（法人税額減少分） － （▲2.3） （▲4.6）

Ｃ（法人税率19%） 380.0 378.3 376.6

税
Ｄ・Ｅ法人税額減少分（累計） 0

（法人税額減少分） － （▲1.7） （▲3.4）

Ｄ･Ｅ（法人税率0%） 0 0 0
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第 3 回医療機関等における消費税負担に関する分科会（平成 24 年 8 月 30 日） 

における委員の発言（宿題事項関係抜粋） 

 

 

○西澤委員 

 この資料（※）は減価償却とか法人税での戻りがわかるのですが、もう少し詳しく言え

ば法人税を払っている、要するに持ち分ありの医療法人のイメージの図だと思います。一

方、公立病院等は法人税を払っていません。そのような病院はどうなるのかということを

比較の上で出していただきたい、又、非課税売上部分に関してだけの説明ですが、ここに

非課税割合とか課税割合が書いてありますが、課税割合の方の処理の仕方、これは当然そ

の分は丸々税金が還付のはずですから、そういうことを含めてわかりやすい図にしたもの

を１回見せていただきたいと思います。いわゆるキャッシュフローがそれぞれでどう違っ

てくるか、例えば課税 100％のときと非課税 100％のとき、あるいはその中間の３つの例ぐ

らいで、今、言ったようなことをお示し願えればと思います。 

 

※第 3回分科会資料 4「消費税の経理処理」 

 

 

診調組 税－１ 参考資料

２ ４ ． １ ０ ． ３ １



消費税の経理処理について
（税抜経理方式と税込経理方式）

診 調 組 税 － ４

２ ４ ． ８ ． ３ ０

ポイント

（税抜経理方式と税込経理方式）

• 法人税額
他の条件が同じ場合でも どちらの経理処理他の条件が同じ場合でも、どちらの経理処理

方法を採用するかにより、控除対象外消費税額
等の損金算入の時期が異なることがある。その
ため、毎期の法人税額が同額とならないことがあ
る。ただし、各期を通した場合、損金算入額の累
計は同額となるため 法人税額の累計も同額とな計は同額となるため、法人税額の累計も同額とな
る。

• 消費税額
他の条件が同じ場合、どちらの経理処理方法

を採用するかにかかわらず 毎期とも同額になるを採用するかにかかわらず、毎期とも同額になる。
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【参考】消費税の経理処理（税抜経理方式(1)）

（法人税法施行令（昭和四十年三月三十一日政令第九十七号） ）

１． 税抜経理方式を採用している場合（消費税の額を区分して経理する方法）

( ) 次のいずれかに該当する場合には 法人税法上は 損金経理を要件としてその事業年度の損金(1) 次のいずれかに該当する場合には、法人税法上は、損金経理を要件としてその事業年度の損金
の額に算入し、また、所得税法上は、全額をその年分の必要経費に算入。

ｲ その事業年度又は年分の課税売上割合が80%以上であること。

ﾛ 棚卸資産に係る控除対象外消費税額等であること。

ﾊ 一の資産に係る控除対象外消費税額等が20万円未満であること。

【例】消費税率5%、課税売上割合90%、20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

○機械の消費税100百万円のうち 非課税売上割合である10%の10百万円を 括償却○機械の消費税100百万円のうち、非課税売上割合である10%の10百万円を一括償却

単位：百万円

消費税分償却なし 消費税分償却あり消費税分償却な 消費税分償却あり

益金 7,000 7,000

損金 5,000 5,010

（消費税償却分） 0 ▲10
取引の対価の額と
消費税等の額とを（消費税償却分） 0 ▲10

所得金額 2,000 1,990

法人税（税率50%） 1,000 995

（増減） （▲ ）

消費税等の額とを
区分して経理

（増減） － （▲5）
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【参考】消費税の経費処理（税抜経理方式(2)ｰ①）
(2) ①(2)－①

上記(1)に該当しない場合には、「繰延消費税額等」として資産計上し、次に掲げる方法によって損金の額又は

必要経費に算入。

ｲ 法人税ｲ 法人税

繰延消費税額等を60で除し、これにその事業年度の月数を乗じて計算した金額の範囲内で、その法人が損金

経理した金額を損金の額に算入。なお、その資産を取得した事業年度においては、上記によって計算した金額

の2分の1に相当する金額の範囲内で、その法人が損金経理した金額を損金の額に算入。

ﾛ 所得税
所得税法上も同様の取り扱い。

【例】消費税率5%、課税売上割合75%、20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

・ 機械の消費税100百万円のうち、非課税売上割合である25%の25百万円が繰延消費税

・ 繰延消費税の25百万円×12/60×1/2（初年度のみ）＝2.5百万円を償却

次年度以降は25百万円×12/60＝5百万円を償却

単位 百万円単位：百万円

消費税分償却なし 消費税分償却あり
（初年度）

消費税分償却あり
（次年度以降）

益金 7,000 7,000 7,000
取引の対価の額と

損金 5,000 5,002.5 5,005

（消費税償却分） 0 ▲2.5 ▲5

所得金額 2,000 1,997.5 1,995

取引の対価の額と
消費税等の額とを
区分して経理

所得金額 , , ,

法人税（税率50%） 1,000 998.75 997.5

（増減） － （▲1.25） （▲2.5） 4



(2) ②

【参考】消費税の経費処理（税抜経理方式(2)ｰ②）
(2)－②

上記(1)に該当しない場合には、「繰延消費税額等」として資産計上し、次に掲げる方法によって損金の額又は

必要経費に算入。

ｲ 法人税ｲ 法人税

繰延消費税額等を60で除し、これにその事業年度の月数を乗じて計算した金額の範囲内で、その法人が損金

経理した金額を損金の額に算入。なお、その資産を取得した事業年度においては、上記によって計算した金額

の2分の1に相当する金額の範囲内で、その法人が損金経理した金額を損金の額に算入。

ﾛ 所得税
所得税法上も同様の取り扱い。

【例】消費税率5%、課税売上割合10%、20億円（税抜き）の設備投資を行った場合

・ 機械の消費税100百万円のうち、非課税売上割合である90%の90百万円が繰延消費税

・ 繰延消費税の90百万円×12/60×1/2（初年度のみ）＝9百万円を償却

次年度以降は90百万円×12/60＝18百万円を償却

単位 百万円単位：百万円

消費税分償却なし 消費税分償却あり
（初年度）

消費税分償却あり
（次年度以降）

益金 7,000 7,000 7,000
取引の対価の額と

損金 5,000 5,009 5,018

（消費税償却分） 0 ▲9 ▲18

所得金額 2,000 1,991 1,982

取引の対価の額と
消費税等の額とを
区分して経理

所得 額 , , ,

法人税（税率50%） 1,000 995.5 991

（増減） － （▲4.5） （▲9） 5



【参考】消費税の経理処理（税込経理方式）

２． 税込経理方式を採用している場合（消費税の額を区分しないで経理する方法）

○消費税等込みの価額が取得価額になって、償却期間に応じて減価償却

【例】消費税率5%、償却期間5年、21億円（税込み）の設備投資を行った場合、

○21億円（税込み）の設備投資につき、毎年420百万円の減価償却○21億円（税込み）の設備投資に き、毎年420百万円の減価償却

内訳は、

・ 機械の償却分が毎年400百万円

・ 消費税の償却分が毎年20百万円

単位：百万円

消費税分償却なし 消費税分償却あり

益金 7,000 7,000

損金 5,000 5,020

所得金額 2,000 1,980

取引の対価の額と
消費税等の額とを
区分せずに経理

法人税（税率50%） 1,000 990

（増減） － （▲10）
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医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム 

報告 

 

平成24年10月31日 

 

 

中央社会保険医療協議会の診療報酬調査専門組織・医療機関等における消費税負担に関する分

科会において、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況について、予備的調査を行い、

今後実施する本調査における調査事項の把握、課題の整理及び調査票・調査方法等の検討を行う

ため、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム（以下「調

査専門チーム」）が設置された（別紙：メンバー名簿）。 

これまで、第1回（平成24年9月26日）、第2回（同年10月9日）、第3回（同年10月24

日）と計 3 回に亘って議論を行ったところ、調査専門チームとして、以下のとおり本調査を実施

するのが適当ではないかとの結論を得たので、報告する。 

 

 

Ⅰ 設備投資等に関する趨勢の分析（43医療機関等のデータから読み取れる傾向） 

調査専門チームでは、医療機関等における設備投資等の状況に関し、医療機関等43施設（病

院13施設、一般診療所10施設、歯科診療所10施設、薬局10施設）の設備投資等について、

それぞれ平成23年度の固定資産台帳に記載されている平成14年4月から平成24年3月まで

の 10 年分のデータのほか、追加的に各種データを収集し、以下のとおり、その趨勢の分析を

行った。 

 

１．総取得価額及び総件数で見た全般的な傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

病院1は、一般診療所、歯科診療所及び薬局2と比較して、過去10年間における総取得価額及

び総件数ともに圧倒的に規模が大きい（表1）。また、病院、一般診療所、歯科診療所及び薬局

のいずれにおいても、施設ごとの総取得価額と総件数には概ね比例関係があると言える状況に

なっている（図1）。 

                                                  
1 病院においては、総取得価額は、3施設が100億円を超えるほか、ほとんどの施設が10億円以上であり、総

件数は、最も多い施設が3,338件、最も少ない施設でも108件である。 
2 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、総取得価額は、最も高額で約2億円、中心となるのは1,000万

円以上6,000万円未満であり（1,000万円未満は7施設）、総件数は、最も多い施設で187件、中心となるのは

10数件から60件未満、最も少ない施設は2件である。 

診調組 税－２－１

２４．１０．３１
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（表1）平成14年4月～24年3月の間に取得された資産の施設ごとの総取得価額及び総件数 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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（図1）施設ごとの総件数・総取得価額の分布 

 

 

 

２．1件当たり取得価額で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去 10 年間における資産の取得状況について、1 件当たり取得価額で見ると、病院3は、1

億円以上を含め相対的に金額の高いものを多数有する一方、総件数では相対的に少額な500万

円未満のものが大部分を占めている。一般診療所、歯科診療所及び薬局4は、1億円以上のもの

は薬局に1件、5,000万円以上1億円未満のものは歯科診療所に1件及び薬局に1件あるのみ

であり、病院と比較して取得価額の高い資産が少ない（表2）。 

なお、病院における1件当たりの取得価額が1億円以上のものは、25億円以上30億円未満

が1件、15億円以上20億円未満が3件、5億円以上10億円未満が8件、1億円以上5億円未

満が94件となっており、資産種別では「建物（※）」「器械備品（※）」に集中している（表3）。 

（表2）平成14年4月～24年3月の間に取得された階級区分（一件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その1） 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 
                                                  
3 病院においては、1件当たり1億円以上の資産が総件数の0.7％であるのに対し（ただし、総取得価額ベース

では全体の45％弱）、1件当たり500万円未満の資産が総件数の88％を占めている。 
4 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、いずれの施設も500万円未満の資産が総件数の90％以上を占

めている。 
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（表3）平成14年4月～平成24年3月に取得された階級区分（1件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その2）

（相対的に高額な資産に着目） 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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３．資産種別で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去10年間における施設ごとの設備投資等を固定資産台帳上の記載に応じて「建物（※）」「構

築物（※）」「器械備品（※）」「車両」「ソフトウェア」「その他」の資産種別に区分すると、病院5は、

いずれの施設においても「建物」「構築物」「器械備品」に大きな金額を投資しており、一件当

たり取得価額では「建物」の取得価額が、件数では「器械備品」の件数が大きくなっている。 

一般診療所、歯科診療所及び薬局6においては、「建物」「構築物」については相対的に大き

な金額を投資している施設と全く投資していない施設が混在している。一方、「器械備品」に

ついては件数・金額にばらつきはあるものの、どの施設も一定の投資をしている（表4）。 

（表4）平成14年4月～平成24年3月に取得された資産種別ごとの状況 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 

 

                                                  
5 「建物」は、約4,800万円～約62億円、42件～227件。「構築物」は、約150万円～約3億7,000万円、1件

～27件。「器械備品」は、約1,900万円～約76億7,500万円、28件～3,191件。 
6  「建物」は、最も高額で約1億2,000万円、最も多い施設で23件。「構築物」は、最も高額で約990万円、

最も多い施設で14件。「器械備品」は、42万円～約1億7,400万円、1件～156件。 
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４．社会保険診療（調剤）収入と資産の総取得価額との関係について（固定資産台帳から得たデ

ータ、総収入・保険診療（調剤）収入のデータは平成23年度分のみ追加入手） 

資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方

（後述Ⅱの１．（２）参照）について議論があったことから、社会保険診療（調剤）収入と資

産の総取得価額の関係について調査した。ここでは、資産の総取得価額については、総収入に

社会保険診療（調剤）収入が占める割合（平成23年度分。以下「保険診療（調剤）収入割合」

という。）を乗ずる処理をした。 

（１）平成23年度の保険診療（調剤）収入割合 

病院、一般診療所、歯科診療所及び薬局いずれも概ね 80％台以上であり、特に薬局は

平均値が98％とほぼ100％に近くなっている（なお、一般診療所の中には、保険診療（調

剤）収入割合が相対的に低い施設がある。）（表5の「Ｂ÷Ａ」の欄参照）。 

（２）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「平均値」 

過去10年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「平均値」

を見ると、資産の総計では、病院及び歯科診療所は4.5％前後、一般診療所及び薬局は2％

前後となっている。資産の種別ごとでは、病院、歯科診療所及び薬局は「建物」及び「器

械備品」の割合が相対的に大きく、一般診療所は「器械備品」の割合が相対的に大きい（表

5）。 

（３）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「年次推移」 

過去 10 年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「年次推

移」をそれぞれについて見ると、以下のとおりである（図2～図5）。 

・ 病院は、総計では、年度によっては 50％に達するものがある一方、10％以内に収まっ

ているケースが大半を占めている。「建物」のみを取り出した場合には、40％に達するも

のがある一方、5～10％以内に収まるケースが大半であり、「器械備品」のみを取り出し

た場合には、20％に達するものがある一方、5％程度に収まるケースが大半である（図2）。 

・ 一般診療所は、「建物」についての投資があった場合には全体の率が30％程度に跳ね上

がるケースがあり、また、「器械備品」に対する投資により15％程度に跳ね上がるケース

があるが、全体的には10％程度に収まるケースが大半である（図3）。 

・ 歯科診療所は、「建物」を新築したケースが 2 件ほどあり、振れ幅が大きくなっている

（図4）。 

・ 薬局は、「建物」についての投資があった場合に比率が跳ね上がっているが、全体的に

は5％程度に収まるケースが大半である（図5）。 
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（表5）平成23年度の総収入及び社会保険診療（調剤）収入と、平成14年4月～平成24年3月に取得された資産

種別ごとの投資額との関係（その1） 

※「建物」には付属設備を含み、「器械備品」には医療用器械備品とその他器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

※控除対象外消費税の状況を把握するに当たり、当該資産の用途について、消費税が非課税である社会保

険診療（調剤）の場合と、その他の課税されるサービスの場合とを区分し、後者に係る投資額部分を除く

必要がある。このため、年間平均とするため10年分の取得価額総額を10で割った上で、総収入に社会保

険診療（調剤）収入が占める割合（保険診療収入割合）を乗じた。 

 

（単位：千円） 
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（図2）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（病院） 

※平成23年度の保険診療（調剤）収入に対する各年度の投資額の割合。投資額は、実際の取得価額に保

険診療（調剤）収入割合を乗じたものとした。以下図5まで同じ。  

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。以下図5まで同じ。 

 

 

 

 

（図3）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（一般診療所） 
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（図4）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（歯科診療所） 

 

 

 

308.8％ 140.4％

215.2％ 
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（図5）社会保険調剤収入に占める投資の割合の推移（薬局） 

 

 

 

 

５．その他の留意点等（固定資産台帳から得たデータ、追加入手したデータ） 

（１）リース契約や賃貸契約7、建物等の修繕8や、30 万円以下の少額な資産9については、会計

上「固定資産」ではなく、経常的な「費用」として処理する場合がある。リース及び再リー

ス契約、賃貸契約の契約総額の資産の総取得価額に対する割合は、特に一般診療所及び薬局

において非常に高くなっている（表 6）。他方、修繕費や少額資産の「費用」処理について

は、資産の総取得価額の概ね1％未満となっている（表7、表8）。ただし、リース契約及び

賃貸契約の総額については平成24年9月26日現在で有効な契約に係るもののみについての

データであり、修繕費及び少額資産については、過去3年分のみのデータであることに留意

が必要である。 

                                                  
7 総取得価額に占めるリース契約及び再リース契約の平均割合は、病院及び歯科診療所が約5％、一般診療所が

約18％、薬局が約15％。賃貸借契約の割合は、病院が約2％、一般診療所が約18％、歯科診療所が約1％、薬

局が約230％（薬局は、賃貸借契約全期間の賃貸料を一括して計上しているものを含んでいる）。 
8 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.3％、一般診療所が0.1％、

歯科診療所が0.7％、薬局が1.8％。 
9 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.1％、一般診療所が1.4％、

歯科診療所が0.6％、薬局が0.4％。 
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（表6）リース契約及び賃貸契約の状況 

■設問：平成24年9月26日現在、賃貸契約やリース契約により保有している土地（※）・建物・物品で、固

定資産台帳に掲載されていないものがありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

※土地の取得は消費税非課税であるため集計からは除いている。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表7）費用処理（建物・付属設備の修繕）の状況 

■設問：平成21年4月～平成24年3月までの期間に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価

償却せず（固定資産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細につ

いてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表8）費用処理（少額資産）の状況 

■設問：建物修繕の設問で回答いただいたものを除き、平成21年4月～平成24年3月までの期間に、本来、

固定資産として計上すべきもののうち、税法の優遇措置その他の理由のため、購入時に費用処理し、

固定資産台帳に記載していない資産がありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（２）国や地方自治体等からの補助金の状況について調査したところ、補助金を受けた施設は

病院に多く、当該施設における資産の総取得価額に占める補助額の割合は5％未満のものが

多い。回答のあった全ての施設の資産の総取得価額との関係では、病院が3.4％であるほか

は、いずれも1％未満である。 

（表9）補助金の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、補助金を利用して取得した資産がありますか。ある

場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（３）現物寄付を受ける形で取得した資産について調査したところ、該当する施設は病院に 3

施設があるのみであり、総取得価額に占める該当資産額の割合も病院が0.1％となっている

のみである。 

（表10）現物寄付の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、固定資産の現物寄付を受けたことがありますか。あ

る場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（４）同じ種別の資産であっても、施設間で、取得時の購入価格（単価）の水準に差異がある。

過去10年間に新築した「建物」について調査したところ、その用途は病棟、職員宿舎等様々

であるが、平米単価は約12万円から約36万円まで幅がある。 

（表11）建築単価の状況（過去10年間に新築した建物があるかどうか） 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、新築した建物資産がありますか。ある場合、その詳

細についてお答えください。 
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Ⅱ 今後実施する本調査の調査項目を特定するための議論 

 

１．「高額投資」の範囲について 

「高額投資」については、今後実施する本調査における調査項目を特定する観点から、その

対象範囲についてある程度のイメージを持つ必要があり、その観点から各委員の持つイメー

ジについてコメントが行われた（調査専門チームにおいて対象範囲を絞り込む意図を持って

議論を行ったものではない）。 

 

（１）1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方について 

① 「高額投資」の「高額」のイメージについては、例えば 5 億円以上の資産、というよう

な形で、1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方があるのではないか。 

② 「絶対額」で線引きする考え方に関しては、単に取得価額だけではなく、対象となる資

産について、 

・資産種別（固定資産台帳上の「建物」「器械備品」などの区分）で限定する考え方や、 

・資産の機能、内容（特定の医療機器など）で限定する考え方や、 

・資産の耐用年数で限定する考え方 

などがありうるのではないか。 

③ 建物や医療機器等について、標準的な価額を設定し、それを何らかの対応をする上での

上限とする考え方があるのではないか。 

④ 絶対額で線引きする考え方に対しては、一般診療所や歯科診療所においては数百万、数

十万レベルの資産も「高額」との受け止めになるのではないか。 

 

（２）資産取得総額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方に

ついて 

①（一般診療所や歯科診療所においては数百万、数十万レベルの資産も「高額」との受け止

めになるのではないか、との認識から、）ある年度の資産取得総額が社会保険診療（調剤）

収入に対する割合が一定水準を超える場合に措置の対象とする、というような、「相対率」

で線引きする考え方があるのではないか。 

②（①の考え方に関して、）病院、診療所といった施設の類型によって費用構造が大きく異な

るため、施設類型ごとに異なる率で線引きする、という考え方がありうるのではないか。 

③ 相対率で線引きする考え方については、「高額」という言葉の理解の仕方として、一般国

民の感覚に合致するのかどうか。 

 

２．固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費について 

今回の予備的調査は、基本的に医療機関等から提供を受けた固定資産台帳上のデータに基

づいて行ったものであるが、例えば 

・医療機器等をリースや賃貸で保有している場合のリース料、賃料 

・建物の修繕費 
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・額が小さい投資 

については、必ずしも固定資産台帳に計上されず、「費用処理」されるケースがあるが、こう

したケースを「高額投資に関する措置」の対象とするかどうかは検討が必要なのではないか。 

※ 上記の投資的な経費が、固定資産台帳に計上されている資産の取得価額総額との関係

で、どの程度の規模となっているかについて把握するために、別途の調査を行ったとこ

ろである（調査の結果については、上記Ⅰの５．（１）を参照）。 

 

３．補助金や現物寄付により取得した資産について 

補助金を受けて購入した資産や、現物寄付により取得した資産については、該当部分につ

いては医療機関等に消費税負担が発生しないはず。 

※ 補助金や現物寄付の額が、資産の取得価額総額との関係で、どの程度の規模となって

いるかについて把握するために、別途の調査を行ったところである（調査の結果につい

ては、上記Ⅰの５．（２）及び（３）を参照）。 

 

４．調査専門チームで認識された論点（医療機関等における消費税負担に関する分科会又は社会保

障審議会医療保険部会での検討が想定されるもの） 

（１）高額投資の対象範囲を特定するための線引きを、１件の取得価額の絶対額で行うか、年間資

産取得総額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合で行うか。 

（２）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定すべきかどうか。 

（３）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定するとした場合、その価額に関

して、標準的な価格を何らかの形で設定し、それを上限として対応するかどうか。 

（４）施設類型別（病院、一般診療所、歯科診療所、薬局）で区分して対象範囲を設定するかどう

か。 

（５）固定資産台帳に計上されず費用処理されているリース契約、賃貸契約、修繕及び少額資産を

どのように取扱うか。 
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Ⅲ 調査手法（案） 

「高額投資」の対象範囲については様々な考え方があり得るところであるが、今後行う本調

査においては、今後の医療機関等における消費税負担に関する分科会等における「高額投資」

の範囲についての議論のベースとなるデータを、できる限り幅広く把握することが本来的には

求められている。他方、調査項目が多くなり過ぎると、調査票への回答率が低下し、十分な回

答数を得ることができなくなる恐れがある。 

以上のような制約があることを踏まえ、調査専門チームとしては、以下の手法により本調査

を実施すべきではないかとの結論に至った。 

 

１．調査データ入手方法 

医療機関等に対して、①直近の事業年（度）に係る固定資産台帳のデータ、②調査票に対す

る回答、の提出を依頼する。 

固定資産台帳のデータから得られる情報は本調査の受託業者が整理・集計することとし、本

調査において必要なデータはできる限り固定資産台帳のデータから入手する。医療機関等に対

し回答の記入に係る作業負担を求める調査票で取得する情報は、固定資産台帳のデータからは

得られないもののみに絞り込む。 

  

２．調査項目 

 

（１）固定資産台帳で取得する情報 

項目 理由 集計に係る負担

階級区分別の資産の取

得価額（過去5年の年度

別） 

「高額投資」の対象範囲について、単純に資産

の総取得価額によって「区分」することの是非

が議論される可能性があるため。 

小 

資産の総取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の対象範囲について、社会保険診

療（調剤）収入に対する資産の総取得価額の割

合によって「区分」することの是非が議論され

る可能性があるため。 

小 

資産種別（※）ごとの資

産の取得価額（過去 5

年の年度別） 

※「建物」「構築物」「器械備品」

「ソフトウェア」等 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている資産種別に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 

耐用年数ごとの資産の

取得価額（過去5年の年

度別） 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている耐用年数に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 
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（２）調査票で取得する情報 

① 基本データ（「開設者」の種別、「開設者変更の状況」、「病床の状況」等のほか以下の項目） 

項目 理由 回答に係る負担

社会保険診療（調剤）収

益額 

（直近の３事業年度） 

・「高額投資」を特定するための線引きが、社会

保険診療（調剤）収入に対する資産の総取得価

額の割合とされる可能性があるため。 

・保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 

小 

総収益額・医業収益額 

（直近の３事業年度） 

保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 小 

② 設備投資の状況 

項目 理由 回答に係る負担

医療機器等の分類ごと

の資産の取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の基準を設ける際に、医療機器等

の分類に着目して「区分」される可能性がある

ため。 

大 

新築した建物の平米単

価等（過去 5 年の年度

別） 

建設費について、標準的な価格を設定し、対応

の上限とする考え方があるのではないかとの意

見があったため。 

中 

リース契約・賃貸契約に

より保有する資産のリ

ース料・賃貸料総額（過

去5年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

固定資産台帳に計上さ

れていない建物・付属設

備修繕の契約金額（過去

3年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

補助金を利用して取得

した資産の取得価額・補

助額（過去 5 年の年度

別） 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、

補助金を利用して取得した資産についての対応

に関する議論があったため。 

中 

 

（参考）該当する金額の比率が小さいため本調査では対象としない項目 

項目 理由 

固定資産台帳に計上され

ていない少額資産の取得

価額 

会計上「費用処理」されている少額資産についての対応に関する

議論があった。 

現物寄付を受ける形で取

得した資産の取得価額 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、現物寄付を受ける

形で取得した資産についての対応に関する議論があった。 
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３．調査対象及び客体数 

（１）調査対象 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬

局を対象とする。 

（２）客体数 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局それぞれ約1,000施設程度、合計約4,000施

設程度に依頼する。 

 

４．調査方法 

（１）固定資産については、直近に終了した事業年（度）の固定資産台帳について原則エクセル

形式での提出を求め、過去5年のうちに取得した固定資産を抽出する。 

（２）その他の調査内容については、調査票による調査とする。 

 

５．集計 

データの集計については、「高額投資」の範囲についての様々な考え方に応じて、対象とな

る投資の件数ベースや金額ベースでの比率を把握することが可能になるように、以下のとおり

の集計を行う。 

（１）取得価額による階級区分別に把握 

① 単純に取得価額のみに着目した集計（表1（2頁）・表2（3頁）のイメージ） 

② 建物、構築物、器械備品等、資産の種類別の集計（表3（4頁）・表4（5頁）のイメージ） 

③ 耐用年数別の集計 

④ 医療機器・調剤用機器・医療情報システムの分類別の集計 

（２）施設単位での年度ごとの資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入額に対する比率を、

階級区分別に把握 

（３）リース契約・賃貸契約の状況（表6（11頁）のイメージ） 

（４）費用処理されている建物等の修繕の状況（表7（12頁）のイメージ） 

（５）補助金の状況（表9（14頁）のイメージ） 

（６）建築単価の状況（表11（16頁）のイメージ） 

 

６．スケジュール 

（１）調査開始時期：平成25年1月中旬目途 

【理由】厚生労働省と受託業者との契約に係る諸手続き（外部審査含む）に、最短でも本年 12

月中旬頃までかかる。また、年末を控えた時期の調査票等の発送は、受け取る医療機関

等側の負担となるほか、年末・年始をまたぐことで回答率が低下するおそれがある。 

（２）受託業者から厚生労働省に対する報告時期：平成25年3月末目途 

【理由】平成25年1月中旬までに調査票等を発送、医療機関等における回答作成作業等に3週

間程度、医療機関等からの回答等の提出を受けて受託業者が行う整理・集計作業に2か

月弱程度を想定。 
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医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する 

調査専門チームメンバー名簿 

 

 

 ◎石井 孝宜  石井公認会計士事務所    

伊藤 数馬  虎の門病院事務部長  

  伊藤 伸一  日本医療法人協会副会長  

加藤 進治  パナソニック健保組合常務理事 

近藤 正明  アーツ税理士法人  

  中村 勝文  日本歯科医師会税務委員会委員長  

  西田 大介  西田公認会計士事務所 

  三上 裕司  日本医師会常任理事 

 

（◎：チーム座長） 

 

別紙 



医療機関等の設備投資に関する調査

調査票（案）

（提出期限：平成25年○月○日）

施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

　

2012/10/19　Ver3

診調組 税－２－２ 

２４．１０．３１ 

1



第１　基本データ

 １　貴施設の開設者　（平成２４年●月●日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

※ １ 国立 ：独立行政法人、国立大学法人。

２ 公立 ：都道府県立、市町村立、地方独立行政法人。

３ 公的 ：日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会。

４ 社会保険関係

５ 医療法人 ：医療法第39条の規定にもとづく医療法人。ただし社会医療法人は除く。

６ 社会医療法人 ：医療法第42条の２の規定にもとづく医療法人。

８ 会社法人 ：会社法第2条第1項の規定にもとづく会社（株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社）。

９ 私立学校法人 ：私立学校法第3条の規定にもとづく私立学校法人

１０ 社会福祉法人 ：社会福祉法第22条の規定にもとづく社会福祉法人

 ２　開設者変更の状況　　（該当がない場合は記載する必要はありません。）

・平成18年4月～平成24年3月までの間に、開設者の変更があった場合、その年月 年 月

・従前の開設者

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

 ３　病床の状況　（薬局の方は記載する必要はありません。） （平成２４年●月●日現在）

一般病床 療養病床 精神科病床 結核病床 感染症病床 合　　計

　許可病床数 床 床 床 床 床 床

床 床 床

　届出病床数 床 床 床 床 床 床

※許可病床数は、医療法の規定に基づき使用許可を受けている病床数を記載してください。

※届出病床数は、保険医療機関として地方厚生局長等に届け出ている病床数を記載してください。

 ４　直近の事業年（度）　（個人立以外の施設の方のみ記載してください。）

　平成２４年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ５　経理方式　（該当する番号を記載してください。）

1.税込　 ２.税抜 ※次頁以降で回答いただく金額等は、選択した経理方式に従って記載してください。

 ６　収益　（金額を記載してください）

前々々事業年（度） 前々事業年（度）
直近の事業年（度）
（前事業年（度））

総収益額 円 円 円

医業収益額 円 円 円

円 円 円

※総収益欄は、医業収益、医業外収益、臨時収益等、貴施設における全ての収益をご記入ください。
※社会保険診療報酬（保険調剤）収益欄は、健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度に係る支払基金・
国保連に対する請求金額及び窓口徴収金による収益をご記入ください。

平成 ～ 平成

社会保険診療報酬（保険調剤）収益額
（患者負担含む）

※個人立の場合は、平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの期間が直近の事業年（度）となるため、記入の必要は
ありません。

（うち）介護療養型医療施設分

：全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組合及びその連合会、
共済組合及びその連合会、国民健康保険組合。

平成

2



第２　設備投資の状況

１　医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器の保有状況（固定資産台帳に掲載されて

いるもの）

（注１）

（注２）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※３ ※4 ※5

No 資産番号 機器名称 取得価額（円） 取得年（度）
機器
分類

取得
方法

例 20-010 １０ＫＶＩＨ２　4024ＵＳ 3,500,000 2008 5 1
例 21-015 歯科用ユニット 5,000,000 2009 57 1
例 22-015 全身用CT 20,000,000 2010 3 1
例 22-015 磁気共鳴画像診断装置 150,000,000 2010 6 1
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3　 取得価額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

※４

※5　 取得方法について、以下の選択肢から選択し、該当する番号を記載してください。

1 購入

2 リース契約

3 その他

固定資産台帳に掲載されている医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器のうち、直近
の５事業年（度）中に取得し、かつ取得価格が次の金額以上の機器がありますか。ある場合、その
詳細について以下の表にご記載ください。
○病院の方：500万円以上の機器についてご記載ください（注１、注２）。
○一般診療所、歯科診療所、薬局の方：金額によらず全ての機器についてご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載して
ください。

機器分類について、別添の「医療機器分類表」、「調剤用機器分類表」及び「医療情報システム用機器分類
表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。

複数の機器が一体として利用されるような場合には、それらをまとめてカウントし、総金額が５００万以
上であれば記載することとしてください。その際の機器分類については、主たる機器の機能に従った分
類を記載してください。

金額の下限設定については、病院側の回答に係る負担を考慮して設定されたものです。
本調査は、医療機関等の行う「高額投資」に係る消費税負担の状況を把握し、今後の消費税引き上げ
の際に行うべき施策の検討に必要なデータを入手する目的で行われています。ここで示した下限額を
「高額投資」の定義とする趣旨ではありません。
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２　新築した建物の保有状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり（ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※3 ※3 ※3

No
資産
番号

資産名称 取得年（度）
取得価額

（円）
工事契約金額

（円）

当該建
物の利
用目的

当該建物
の延べ床
面積（㎡）

例 180001 東病棟 2008 2,500,000,000 2,500,000,000 1 10,000

例 230002 職員宿舎 2011 150,000,000 165,000,000 3 1,500

例 22-001 店舗 2010 70,000,000 70,000,000 3 150

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してください。

※3　取得価額、工事契約金額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。
※4　利用目的については、以下の分類から選択し、該当する番号を記載してください。
1 病棟
2 検査・診療棟
3 その他

固定資産台帳に掲載されている建物のうち、直近の5事業年（度）中に新築した建物資産がありますか。あ
る場合、その詳細について以下の表にご記載ください。
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３　補助金を利用した設備投資の状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※３

No 資産番号 資産名称
取得価額

（円）
うち補助額

（円）
補助金制度の名称

取得年
（度）

例 21-021 レセプトコンピューター 1,500,000 476,191
医療施設等設備設
備費助成事業

2009

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3　 取得価額、補助額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

（税抜きの補助額が不明の場合、受領した額に105分の100を乗じて四捨五入した額を記載してください。）

固定資産台帳に掲載されている資産のうち、直近の5事業年（度）中に補助金を利用して取得したものが
ありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してくださ
い。
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４　リース・賃貸契約により保有する資産の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
○ファイナンス・リース契約（※４）によるもの

※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払リース料総

額（円）
契約年（度）

リース
期間

機器
分類

例 コピー機 10 120,000 2011年4月 3年 －

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

○ファイナンス・リース契約以外のリース契約、レンタル契約及び賃貸借契約等によるもの
※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払賃貸料総

額（円）
契約年（度）

契約期
間

機器
分類

例 建物 1 24,000,000 2012年3月 2年 －

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　

※3

※４

支払リース料総額、支払賃貸料総額は、●月●日現在締結している契約条件おいて、全契約期間中に支
払うこととしている支払総額を記載してください。また第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載し
てください。

機器分類について、別添の「医療機器分類表」、「調剤用機器分類表」及び「医療情報システム用機器分類
表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機
器以外の場合は「－」を記載してください。

ファイナンス・リース契約について、リース会社等からの明細から明らかにならない取引については、以下の
３つの条件の全てを満たす契約を記載してください。
（１）対象資産を貴施設が選定し、（２）リース会社等が貴施設に代わって購入し、（３）購入額と同程度のリー
ス料総額を支払って、貴施設が使用している。

平成24年●月●日現在、リース契約（再リース契約を除く）又は賃貸借契約等により保有している建
物・物品のうち、直近の５事業年（度）中に契約し、かつ固定資産台帳に掲載されていないものがありま
すか。ある場合、その詳細について以下の表にご記載ください。（土地、有価証券等の消費税非課税
のものは記載しないでください。）
また、医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器については、その分類について該当する
番号をご記載ください。
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５　費用処理（建物・付属設備修繕）の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2

No 契約年（度） 契約金額（円） 修繕の内容

例 2011年4月 10,000,000 東病棟の外壁クラック補修

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　金額は、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

直近の3事業年（度）中に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価償却せず（固定資
産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご
記載ください。
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（別添）
○医療機器分類表

コード 分類名 コード 分類名

1 診断用Ｘ線装置 46 放射性同位元素治療装置及び治療用密封線源

2 歯科用Ｘ線装置 47 治療用粒子加速装置

3 医用Ｘ線ＣＴ装置 48 放射線治療用関連装置

4 診断用核医学装置及び関連装置 49 理学療法用器械器具

5 超音波画像診断装置 50 レーザ治療器及び手術用機器

6 磁気共鳴画像診断装置 51 手術用電気機器及び関連装置

7 診断用Ｘ線画像処理装置 52 ハイパーサーミア装置

8 主要構成ユニット 53 結石破砕装置

9 その他の画像診断用装置システム 54 その他の治療用又は手術用機器

10 診断用Ｘ線関連装置 55 歯科診療室用機器

11 撮影用具 56 その他の歯科材料

12 Ｘ線撮影用品 57 歯科用ユニット及び関連器具

13 防護用品 58 矯正用器材及び関連器具

14 Ｘ線防護用具 59 歯科技工用機器

15 その他の画像診断用Ｘ線関連装置及び用具 60 歯科用金属

16 生体物理現象検査用機器 61 歯冠材料

17 生体電気現象検査用機器 62 義歯床材料

18 生体現象監視用機器 63 歯科合着､充填及び仮封材料

19 生体検査用機器 64 歯科用印象材料及び複模型用印象材

20 医用内視鏡 65 歯科用ワックス及びワックス成型品

21 その他の生体現象計測・監視システム 66 歯科用模型材及び歯科用埋没材

22 臨床化学検査機器 67 歯科用研削材及び研磨材

23 その他の医用検体検査装置 68 切断、絞断及び切削器具

24 血液検査機器 69 挟器

25 検査用核医学装置 70 鋭ひ及び鈍ひ

26 医用検体前処理装置 71 鈎、開創器、開孔器

27 血清検査装置 72 起子、剥離子及びてこ

28 尿検査装置 73 その他の鋼製器具

29 注射器具及び穿刺器具 74 視力補正用眼鏡

30 チューブ及びカテーテル 75 特殊眼鏡

31 その他の施設用機器 76 視力補正用眼鏡レンズ

32 採血・輸血用、輸液用器具及び医薬品注入器 77 コンタクトレンズ

33 血液体外循環機器 78 検眼用品

34 その他の処置用機器 79 その他の眼科用品及び関連製品

35 結さつ（紮）・縫合用器械器具 80 衛生材料

36 外科・整形外科用手術材料 81 衛生用品

37 医薬品噴霧、吸入用器具 82 その他の衛生材料、衛生用品及び関連製品

38 医療用吸引器 83 家庭用マッサージ・治療浴用機器及び装置

39 医科用洗浄器 84 家庭用電気・光線治療器

40 診療施設用機械装置 85 家庭用磁気・熱療法治療器

41 生体内移植器具 86 家庭用吸入器

42 整形外科手術用器械器具 87 家庭用医療用物質生成器

43 生体機能制御装置 88 補聴器

44 腹膜灌流用機器及び関連器具 89 家庭用衛生用品

45 その他の生体機能補助・代行機器 90 その他の家庭用医療機器

※以下の分類は、「薬事法第２条第５項から第７項までの規定により厚生労働大臣が指定する高度管理医療機器、
管理医療機器及び一般医療機器（告示）及び薬事法第２条第８項の規定により厚生労働大臣が指定する特定保守
管理医療機器（告示）の施行について」（平成１６年７月２０日付け薬食発第070022号厚生労働省医薬食品局長通
知）における中分類である。
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（別添）
○調剤用機器分類表

コード 分類名

97 調剤システム

98 薬歴管理システム

99 全自動PTPシート払出装置

100 分包機

101 薬袋印刷機

102 その他の調剤用機器

○医療情報システム用機器分類表

コード 分類名

91 レセプト作成用コンピュータ

92 電子カルテシステム

93 オーダリングシステム

94 医用画像データベースシステム

95 遠隔画像診断用装置

96 その他の医療情報システム用機器

※本調査票における「医療情報システム用機器」とは、医療機関等のレセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子
カルテ、オーダリングシステム等の医療事務や診療を支援するシステムだけでなく、何らかの形で患者の情報を保
有するコンピュータ、遠隔で患者の情報を閲覧・取得するようなコンピュータや携帯端末、患者情報が通信される院
内・院外ネットワーク用の機器を想定しています。

※本調査票における「調剤用機器」とは、調剤業務に必要な機器を想定しています。

⑨



【参考】 リースについて

診調組 税－２－３

２ ４ ． １ ０ ． ３ １

◎リースの種類・特徴

（１） ファイナンス・リース
 賃借人はリ ス会社が購入に要した資金の 賃借人はリース会社が購入に要した資金の

ほぼ全額をリース料として支払う 。
 リ ス期間の中途で契約を解除できない リース期間の中途で契約を解除できない。

（２） オペレーティング・リース（ ） オ レ ティング リ
 ファイナンス・リース以外のリース
 賃貸借取引の一部賃貸借取引の 部

1



グ

【参考】ファイナンス・リースと賃貸借（オペレーティング・リース含む）
との違い

ファイナンス・リース 賃貸借（オペレーティング・リース含む）

物件  ユーザー指定の物件で、ユーザー指

定のサプライヤーからリース会社が

 賃貸人保有の不動産、動産が対象。

動産は在庫品の中から選択するため定のサプライヤ からリ ス会社が

新たに取得したもの。

動産は在庫品の中から選択するため、

不特定多数が使用できる汎用性のあ

るもの。

契約期間  比較的長期  比較的短期（ただし、土地は除く）

解約  リース期間中の解約はできない  一般的に賃借人は解約権を有する

賃借料賃借料  物件代金その他の費用が全額回収

できるように設定される

 不特定多数の人に複数回賃貸するこ

とを前提に、投下した資金と諸費用が

回収できるよう設定される

「リース取引
に係る会計
基準」による

 通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理

 賃貸借取引として会計処理

取扱い

契約の更新  リース期間終了後、リース契約を更  賃貸借期間終了後、同一 条件また

新（再リース）することができる。再

リース料は低価格となる。

は新たな条件で契約を更新できる。
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診療報酬調査専門組織・医療機関等における
消費税負担に関する分科会資料

日本歯科医師会
平成２４年１０月３１日

1
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歯科保険医療における控除対象外消費税の補填状態
第１８回医療経済実態調査、日本歯科医師会青申連調査（H22） より

社会保険診療の控除対象外消費税は、診療報酬での補填
が不十分で、結果としていわゆる損税が生じている
その後の診療報酬改定で、この補填分も滅失がある

医薬品・材料
（0.38%）

外注技工料
（0.44%）

設備投資
（0.28%）

その他
（0.92%）

診療報酬による補填 補填漏れ（損税）

控除対象外消費税
（2.03%）
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医療経済実態調査

医業収益

医業費用

給与費×

医薬品費○

歯科材料費○

減価償却費○

その他の医業
費用×

職員被服費○

通信費

消耗品費○

消耗器具備品費○

車両費

会議費○

光熱水費○

修繕費○

賃借料

土地賃借料×

建物賃借料○

医療機器賃借料○

損害保険料×

交際費

諸会費×

租税公課×

研究研修費○

支払利息×

福利厚生費

旅費交通費

雑費

その他

課税○ 非課税× 混在

●医療経済実態調査においては

医業費用の内「その他の医業

費用」は、多くの項目を合算

した数字で報告される。

●これらの項目には課税扱い、

非課税扱い、その混在のもの

が存在し、日本歯科医師会青

申連調査によれば、８６.4％

が課税対象扱いである。

●控除対象外消費税の把握には

この「その他の医業費用の内

訳の把握」が不可欠である。

※減価償却費は、免税業者におい

ては、内税として計算され、消費

税分も含まれることから課税扱い

に分類

委託費○
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表２ 日歯青申連調査（H22)より表１ 第１８回医療経済実態調査より

●表１ 第１８回医療経済実態

調査から「その他の医業費

用」は医業費用の29.2％を占

めるが、同調査ではその内訳

までは把握できない。

●表２ 日歯青申連調査（H22）

では、「その他の経費」の

うちの86.4％が課税対象費

用であることが把握できる。
※地代家賃の内にも課税対象外費用が

含まれるが、その割合は少ない。他

の項目にも厳密には課税対象外費用

が含まれるが、規模の面から除外。

※減価償却費は、免税業者において

は、内税として計算され、消費税分

も含まれることから課税扱いに

分類。

●控除対象外消費税の算出には

「その他の医業費用の内訳」の

把握が不可欠である。

控除対象外消費税算出①

単位（千円）

1．給与費 11,657 39.4%

2．医薬品費 531 1.8%

3．歯科材料費 2,710 9.2%

4．委託費 3,718 12.6%

5．減価償却費 2,337 7.9%

6．その他の医業費用 8,632 29.2%

合　　計 29,585 100%

諸会費　× 444,952 4.6%
租税公課　× 354,083 3.7%

利子割引料　× 332,615 3.5%
損害保険料　× 174,893 1.8%

その他　○ 1,903,240 19.9%
地代家賃　○ 1,363,238 14.2%
消耗品費　○ 766,495 8.0%

接待交際費　○ 646,915 6.8%
水道光熱費　○ 643,020 6.7%

雑費　○ 629,994 6.6%
福利厚生費　○ 610,143 6.4%
旅費交通費　○ 413,856 4.3%

通信費　○ 343,857 3.6%
修繕費　○ 314,093 3.3%

研修研究費　○ 207,710 2.2%
広告宣伝費　○ 204,599 2.1%
衛生管理費　○ 200,410 2.1%

荷造運賃　○ 15,380 0.2%
貸倒金　○ 7,037 0.1%

86.4%

その他の経費の内訳

課税分（○）合計割合

給料賃金 8,291,464 26.3%

　　専従者給与 3,406,333 10.8%

売上原価 7,903,463 25.0%

減価償却費 2,397,303 7.6%

その他の経費 9,576,530 30.4%

合　　計 31,575,093 100%

支出
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控除対象外消費税算出②

●歯科医療機関の83.5％は免税業者であるので

試算はすべて免税業者として算出した。

（日歯青申連 H22年分資料から）

●給与費の３%を交通費として課税費用とした

（第１５回医療経済実態調査から）

●減価償却費は、免税業者においては、内税と

して計算され、消費税分も含まれる。

●その他の医業費用の86.4％を消費税課税対象

費用とした。（日歯青申連H22年分資料から）

●支払分消費税を保険収入と保険外収入で按分

し、保険診療に係わる消費税すなわち控除対象

外消費税額を求めた。

●この結果、歯科の保険診療に係る控除対象外

消費税は2.03%と算出される。

第１８回医療経済実態調査（通年資料）から

個人立歯科診療所1施設あたりの収支（単位千円）

消費税率 ５％の場合 ８％の場合 10％の場合

Ⅰ医業収入 40,139 40,269 40,355 

１．保険診療収入 ① 35,599 35,599 35,599 

２．保険診療以外の収入 ② 4,540 4,670 4,756 

Ⅱ医業費用 29,585 30,097 30,439 

１．給与費 11,657 11,657 11,657 

２．医薬品費 531 546 556 

３．歯科材料費 2,710 2,787 2,839 

４．委託費 3,718 3,824 3,895 

５．減価償却費 2,337 2,404 2,448 

６．その他の医業費用 8,632 8,879 9,043 

Ⅲ損益差額（ⅠーⅡ） 10,554 10,171 9,916 

消費税課税対象費用（単位千円）

1．給与費に含まれる交通費 350 360 377 

２．医薬品費 531 546 556 

３．歯科材料費 2,710 2,787 2,839 

４．委託費 3,718 3,824 3,895 

５．減価償却費 2,337 2,404 2,448 

６．その他の医業費用✕86.4% 7,424 7,636 7,999 

合計 ③ 17,070 17,557 18,115 

④
③×（5/105）

813
③×（8/108）

1,301
③×（10/110）

1,647

保険診療分の控除対象外
消費税額 ④✕（①/①＋②）

721 1,149 1,433 

保険診療収入に対する
消費税負担率 2.03% 3.23% 4.03%

支払い消費税額（単位千円）
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日本歯科医師会歯科医師青色申告会全国連合会

青色申告を基本とする税務全般の調査・研究及び指導を行い、もって適正な申告と医業経営の合理安

定化に寄与することを目的に、都道府県歯科医師青色申告会連合会を会員として、日歯内に日本歯科医

師会歯科医師青色申告会全国連合会（日歯青申連）を組織し、種々の事業を実施している。

歯科医業経営内容調査検討資料

調査の概要
１．調査の目的

本調査は、日本歯科医師会歯科医師青色申告会全国連合会の事業の一環として、歯科医業経営内容の調査を行い、その合理
化を推進することを目的としている。

２．調査の沿革
本調査は、昭和４８年分から毎年、会員に青色申告決算書の写しの提出を依頼し、歯科医業経営内容の調査を実施している。当
初は全国２７地区のモデル地区と８大都市の会員を対象に始め、その後モデル地区を増やし、平成３年分の調査から適正申告推
進モデル地区も対象に追加した。平成２１年分の調査からは、回収数の減少等を理由に全国の会員を対象とした。

平成２２年分調査
３．調査の方法

都道府県歯科医師会に所属会員への調査票（決算書用紙）の配付を依頼した。回収した調査票はコード化し集計した。
４．調査の対象

平成２１年分の調査から、全国の会員に変更した。なお、これまでどおり個人立の診療所を対象とし、医療法人立等は除外した。

５．調査票の送付・回収

各都道府県歯科医師会には所属一般会員数の約２０％（合計１４，１１０枚）の調査票と返信用封筒を送付した。

６．調査の時期
平成２３年の確定申告時期に合わせて配付できるよう、第１回締切日を６月末日とした。

７．集計区分と階層
収入、経費等の各項目について、例年どおり収入階級区分は収入金額が年間１，０００万円未満から１億円以上まで２０階級とし
た。全国１０地区及び全地区単位で出力した。

８．調査の主体と集計
調査の主体：日本歯科医師会歯科医師青色申告会全国連合会

９．回収数
平成２２年分は発送数１４，１１０枚、回収数２，７３８件（１９．４％）、有効回答数２，７２０件
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平成２４年１０月３１日 

中央社会保険医療協議会 

医療機関等における消費税負担に関する分科会 

分科会長 田中 滋 殿 

 

社会保険医療に対する消費税の課税のあり方に関する検討の場設置 

に関する意見と要望 

 

診 療 側 委 員 

今村   聡 

鈴木 邦彦

西澤  寛俊 

伊藤 伸一

堀   憲郎 

森    昌平 

 

このたび成立した消費税増税法（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律・第７条第一号ト）では、

「医療に係る消費税の課税のあり方については、引き続き検討する」とされています。

これについて、当面、本分科会がその検討の場であるとの認識が事務局より示されま

した。しかし、本分科会の設置目的は、「診療報酬における消費税の取扱い」を検証

することが主なものです。委員のなかに税の専門家が極めて少ないにもかかわらず、

多くの委員から、課税のあり方についても検討すべきとの意見が出されました。 

中医協診療報酬調査専門組織の本来的使命に照らしてみますと、本分科会で税

制のあり方について有効な結論を得ようとすることは難しいのではないかと思われま

す。既に成立した上記法律の立法趣旨に則して、税制のあり方を議論するためには、

税制の協議を目的とする、しかるべき新たな検討の場を設置する必要があり、その機

関において、議論を行うべきと考えますので、下記の要望をいたします。  

 

記 

 社会保険診療に対する消費税の課税のあり方について検討する場を、中央社

会保険医療協議会とは別に設置すべきと考えます。 

 上記の案件を実現するため、本分科会において審議されたうえ、審議結果を分科

会の総意としていただけますよう、お取り計らい願います。  

                               以上 

診療側委員提出資料

２４．１０．３１
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